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{要約】

本稿は、請願駅として建設着手に至った栗東市での新幹線新駅事業が、 2006年 7月の滋賀県知事選挙で事

業に反対する候補者が当選したことで中止となったことをとらえ、滋賀県や関係自治体が期成同盟を結成し

て一体的に取組んでいたはずの誘致運動であるが、各自治体での議論はどうであったのかを、 G.T.アリソン

の3モデルをフレームに援用して分析したものである。先ず、第 1のフレームである「合理的行為者モデルj

では、各首長の政策選好に焦点をあて、事業の意義への各首長の認識をみた。それによると、各首長の認識
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は同一歩調の線上にあったものではなく、誘致事業への取組み姿勢も推進型、他の自治体への追随型、消極

型の 3パターンに区分できることが分った。次に、第 2のフレーム「組織過程モデルjでは、各首長が政策

選好を自力出力する際の争点形成に焦点をあて、議会での政治的関心度を質問者数や質疑時間、首長の答弁

時間、回数をみた。それによると、栗東市や滋賀県は議論の内容を高めていたが、他の自治体は低調で、あっ

たことが分った。そして、第 3のフレーム「政府内政治モデルjでは、期成同盟会内ではプレーヤーである

自治体が駆け引きを行い、それに対して会長(知事)が調整し、政策選好を出力していたことから、この点

に焦点をあて、会長(知事)の果たした役割をみた。それによると、会長は知事としても各自治体に水平

的・垂直的関係を複雑に作用させて利害調整を行い、組織統制を行っており、また、プレーヤーに加わった

住民には特段関与の機会を設定することもなかったことが分った。

[キーワード]

政策選好、駆けヲ|き、広域連携、内部調整、リーダーシップ

[Abstract] 

In this paper， 1 attempt to analyze the process of players to move effectively on the Ritto city' s project of construct-

ing the new station of the Shinkansen bullet train. Shiga prefecture and concerning cities of the new station construction 

pr句巴ctorganized the association of coordinating the project. As Allison suggests three models of decision-making that 

are labeled ‘Rational Actor Model' ，‘Organizational Process Model' and ‘Governmental (Bureaucratic) Politics 

Model' ， it is important to analyze the reference framework of thinking about the players in the game. In this paper， the 

first section focuses on the rational actors that heads of local governments output the policy preference. The second sec四

tion focuses on parliament訂ydiscourse of this project issues， according to the times of釘 gument，numbers of argumen-

tative assemblies and accountabilities of the heads. The third section focuses on the fact that the bargaining processes 

among the heads of local governments and the leadership of the chairman of the association， who also was the governor 

of Shiga prefecture exist， however there the opportunities of encouraging of the players of citizen groups to p紅 ticipate

in the issues are rare. 

[Keywords] 

Policy Preference， Bargaining， Collaborative Local Governments， Internal Control， Leadership 

I.はじめに

筆者は、既に滋賀県栗東市での新幹線新駅建設事業が中止に至ったことをとらえて、なぜ、栗東市は住民か

ら事業の正当性を調達できなかったのか、という点について論述を試みた 1)。本稿はその続稿である。

本論に入る前に、新幹線新駅建設事業を広域行政の側面から再度簡単に振り返ってみると、 1988年 2月に

新駅建設の実現を目的とした「東海道新幹線(仮称)栗東駅設置促進協議会J(1996年 8月に「東海道新幹

線(仮称)びわこ栗東駅設置促進協議会jに名称変更。以下「促進協議会jと略称)が結成された。この期

成同盟である促進協議会には、当初、大津・草津・守山の 3市と、後に単独で市となる栗東町(栗東市)、

そして合併して市となる中主・野洲町(野洲市)、石部・甲西町(湖南市)、水口・士山・甲賀・甲南・信楽

町(甲賀市)、志賀町の 3市11町が参加した。そして、促進協議会の会長には栗東町長が就任した。

また、栗東町議会では促進協議会が結成された年の12月に全会一致で東海道新幹線新駅の誘致運動を決議

した。

促進協議会は、 1990年 7月に滋賀県の参加を得、また、 1996年 8月に滋賀県域の各経済団体等の代表者も

加入し、さらに、 1999年 8月には会長職が栗東町長から滋賀県知事(以下「知事jと称する)に替わり、滋
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賀県が積極的に関わることで新駅誘致運動は本格化した。

これら活動のなかで、東海旅客鉄道株式会社(以下 fJR東海j と略称)は都市計画事業による駅前整備

を誘致条件として提示し、栗東町は土地区画整理事業に着手した。

こうした誘致運動を経て、 2002年 4月には滋賀県、栗東市、促進協議会、 JR東海の四者で新駅設置の

「基本協定書J(以下「四者協定書j と略称)が締結された。また、これにより新駅の位置、自治体による工

事費負担が決定された。

そして、 2002年6月に促進協議会は既にまとめていた新駅設置の経済波及効果を時点修正した「新駅の波

及効果と地域整備戦略に関する調査報告書]を、続いて2004年 8月にはそれを深度化した「新幹線新駅整備

の波及効果と地域整備戦略の深度化調査jを公表した。

誘致に「成功」し、事業効果が再試算されると、先ず志賀町は、新駅が琵琶湖の東部であり、反対の湖西

地域に位置する志賀町としては事業費負担に見合う利益を得られないことや、促進協議会に加入することで

誘致運動に協力するとした町の役割が四者協定書の締結によって終えたことから、 2002年8月に協議会を退

会し、続いて2004年4月に大津市も費用対効果の面から市民合意を得られないとして退会を表明した。

しかし、促進協議会は志賀町の退会は承認したが、大津市の場合は他の自治体に与える影響が大きいこと

から留保した。

その後、滋賀県主導で各自治体の負担額を決める調整会議が開催された。そこでは、滋賀県は自治体の応

能・応益による負担案を提示し、意見の集約化をめざした。しかし、大津市からは退会を事由とした事業費

の負担拒否や、甲賀市からは独自試算による減額修正案が出された。これに対し、知事は会長としてではな

く、滋賀県知事として政治的調整を行った。

一方、新駅建設の是非についての住民投票条例制定を求める住民運動も起こった。

そうしたなか、 2005年12月には四者による「工事協定書jが締結された。それにより、負担金総額は238

億2500万円、開業目途を2012年度とし、翌2006年 5月に工事に着工するとした。新駅の圏域人口は、大津市

が約30万人、草津市が約12万人、栗東市、守山市、野洲市、湖南市がそれぞれ 5万人-7万人で、合わせて

約75万人であった 2)。

このような経過をたどり、 2006年 7月に知事選挙が行われた。その結果、事業の「凍結jを公約とする嘉

田氏が現職の国松氏を破って新知事に当選した。そして、この事業は中止された 3)。

知事選挙の得票数を促進協議会の構成市別にみると、図 1に示すように、栗東、湖南、甲賀市で、賛成票

と反対票が措抗し、甲賀市を除いたすべての市で嘉田氏および事業「中止」を公約とした辻氏の得票数の合
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図1 県知事選挙市別得票数 (出所)筆者作図
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計が国松氏の得票数を上回った 4)。県下の「市Jでも、同じく甲賀市を除いたすべての市で反対票が賛成票

を上回った。得票総数では、嘉田氏21万7842票、国松氏18万5344票、辻氏7万110票であった。

この選挙結果をみると、各自治体が期成同盟を結成し、広域連携で一体的に政治運動に取組んだはずだが、

実態はどうであったのだろうか、とした疑問が生じてくる。そこで本稿はこうした点を解明しようとするも

のである。解明に当たっては、これら各自治体の議会での議論を検証しながら政策選好過程を分析すること

とする。

改めて言うまでもないが、ここで議会での議論を検証しようとするのは、二元代表制のもとで質疑を通し

てなされた発言は精査された情報に基づくものであり、議員は政治的関心の高いテーマをとりあげて質疑す

ることから、その頻度も含めて検証には意味があると考えるからである。

H.分析フレーム

ところで、 G.T.アリソン [1971]は、 1962年に起きたキューパ・ミサイル危機を題材にして、国際的危機

に直面したときの政府の意思決定を分析し、政策決定過程を「合理的行為者モデルj、f組織過程モデルJ、

「政府内(官僚)政治モデルjの3モデルに類型化した 5)。

このなかで、アリソンは「合理的行為者モデルjの基本概念の一つに「目標と目的」をあげ、合理的行為

者は最も効率の高い好ましい結果をもたらす選択肢を選ぶ、とした 6)。

また、「組織過程モデルjでは、組織集合体である政府には重要な事項が一つの組織の領分に属すること

はなく、政府の行動は指導者によって部分的に調整された数個の組織の自立的出力を反映するものである、

とした7)。

そして、「政府内(官僚)政治モデルJでは、政府の中心層にある複数の自立的地位のプレーヤーがそれ

ぞれゲームに加わって駆け引きを行い、その結果、政府決定が引き出される、とした 8)。

アリソンが分析した政策決定過程の理論は多くの政治・政策研究者に影響を与え、高く評価された九

そこで、本稿でもアリソンが扱った核戦争の勃発をも懸念したほどの国際的緊張下での意思決定と本稿で

扱おうとする意思決定とは政策選好の質、内容、出力の回路などの面で全く異なるが、最終的に意思決定す

るときには合理的な政策選好を出力する点では同一であるので、この 3モデルを参考にし、分析フレームに

援用してみようと思う。

先ず、「合理的行為者モデルjの援用に際しては、促進協議会の各自治体が最も適切と思われる政策選好

を自力的出力し、最終的に調整して組織集合体としての政策選好を出力していたことから、各首長の政策選

好に焦点をあて、各首長は事業の意義をどのように認識し、新駅設置事業に何を期待したのかをみる。

次に、[組織過程モデルJの援用に際しては、各首長が自立的出力する際の争点形成に焦点をあて、各議

会ではどれだけ政治的関心を高めて新駅設置の事業化について議論したのかをみる。そのため、議会での新

駅事業をテーマとした質問者数や質疑時間、首長の答弁時間、回数を経年比較で捉える。

そして、「政府内(官僚)政治モデル」の援用に際しては、促進協議会の会長には知事が就任し、その事

務局は栗東市が担う組織体制において、プレーヤーである各自治体の駆け引きに対して、会長は会務を総括

する立場で、また、知事の地位において行政力と政治力を発揮してこれらを調整して政策選好を出力してい

たことから、この点に焦点をあて、会長(知事)の果たした役割をみる。

m.新駅までの所要時間

先ず新駅までの所要時間を確認しておく。

新駅設置計画では、新駅の位置は栗東市下鈎地先とし、また、新駅へのアクセス向上のためにJR草津線

草津駅と手原駅間で手原駅寄りに新駅を設置し、ここからの乗り継ぎ時間を 5分以内とする予定であった。
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しかし、この在来線の新駅と手原駅とは近接しており、計画上のダイヤも不明であることから、ここでは

現在の手原駅を新幹線新駅の最寄駅とみなして、各市の市役所最寄駅からJR手原駅までの所要時間とJR京

都駅までの所要時間を試算した。

なお、栗東市内には東海道本線の「栗東駅jがあるが、栗東市役所には手原駅のほうが近距離なので、

「手原駅」を最寄駅として試算した。

また、 JR草津線は単線であり「滋賀県草津線複線化促進期成同盟会10)Jが複線化運動に取り組み、新幹線

の新駅設置と合わせて複線化の実現も期待したものの、未だ実現していないことから現在の単線ダイヤによ

って試算した。

表 1と表 1付図はその結果である。また、参考のため関連する路操図を図 2に示した。

表 1 各市の概要とJR所要時間

推計人口(推移)
JR尽都駅までの所 J R手原駅までの所要

2001年 2004年 2006年 要時間・運賃 時間・運賃

市制施行日 市名 10月l日 9月1日 3月1日 乗車駅 .------ r---
(栗東市 湖u南野洲・・甲

(知事選
所要 うち

運賃
所要 うち

運賃
制施行 時間 乗換 時間 乗換
日) 行賀市直制前施) 前) 時間 時間

1898年10月1日 大津市 291， 059 299，424 301，881 大津駅 9分 190円 22分 6分 320円

1954年10月15日 草津市 117， 145 118，419 121， 336 草津駅 21分 400円 5分 180円

2001年10月1日 栗東市 56，027 58，685 60，439 手原駅 32分 480円

1970年7月l日 守山市 66， 440 69， 734 71，409 守山駅 26分 480円 13分 4分 190円

2004年10月1日 野州市 (48，552) (49，452) 49，397 野別駅 32分 480円 16分 4分 230円

中主町 12， 111 12， 126 

野洲町 36， 441 37，326 

2004年10月1日 湖南市 (54，033) (54，955) 55，511 石部駅 38分 5分 570円 4分 180円

石部町 12，405 12，484 

甲西町 41， 628 42，471 

2004年10月1日 甲賀市 (92，819) (93，504) 94，053 貴生)II)IDI50分 5分 740円 18分 320円

水口町 37，470 38，864 

士山町 9， 316 9，007 

甲賀町 11，797 11，630 

甲南町 19，890 20， 118 

信楽町 14， 346 13， 885 

[備考] 所要時間は、 2011年5月1日現在の午前10時台ダイヤのなかから乗り継ぎ時間を含め、乗車時間の短い
電車を使用した場合のそれぞれの駅から京都駅、手原駅までの時問。

大津駅(大津市)[j刈

草津駅(草津市)

守山駅(守山市)

野洲駅(野洲市)

手原駅(栗東市)

石部駅(湖南市)

貴生川駅(甲賀市)

o 20 40 60 80 

口京都駅までの時間
圃手原駅までの時間

(分)

表 1付図 「所要時間比較J (出所)筆者作図

(出所)筆者作表
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(停車列車)

新快速 新快速 新快速 新快速 新快速

一 困四国四国-回ー困→一
¥ 

JR草津線巨目
(普通列車のみ運行)、

巨E
".巨到

¥司h柘植方面

図 2 JR路線図 (出所)筆者作図

表 1によれば、「大津駅jからは手原駅まで22分かかる。京都駅へは 9分の所要時間であるので、 13分の

オーパーとなる。

一方、「大津駅I以外の駅では、手原駅のほうが京都駅よりも短時間となっている。とくに、湖南市の

「石部駅j、甲賀市の[貴生川駅j は京都駅より 32~34分の時間短縮となっている。

単純に机上計算で各市の最寄駅から手原駅と京都駅までの所要時間を比較してみると、大津市とそれ以外

の市とでは大きな時間差があると言えよう。

では、このような「差jがありながらもなぜ各自治体は促進協議会でまとまり、一体となって新駅誘致に

政治力を注入したのだろうか。

次章では各首長が合理的な判断基準とした新駅事業の意義の内容を検証する。

N.誘致の目的 (r合理的行為者モデル」の援用)

新駅誘致の目的は何であったのか。各首長が議会で説明した事業の意義や事業への期待を分析する。また、

誘致活動の取組み姿勢もみる。

1.栗東(町)市

最初に、新駅設置の地元である栗東(町)市の場合をみる。栗東(町)市では、期成同盟会を結成した時

期から事業費の負担額を決定した時期までの問、数回にわたって事業効果や意義の説明を修正していた。

( 1 ) 1999年12月[概括・抽象的観明]

町長は、 1999年3月に新駅予定地周辺の土地区画整理事業に着手するために地元説明会を開催し、一方で

は積極的に運輸大臣やJR東海に要望活動を行っていた。また、促進協議会会長も栗東町長から知事に交替

し、知事の政治力を発揮してJR東海や国会議員に働きかけ、誘致運動を本格化させていった1~
しかしこの頃は、町長は新駅の意義を「無くては成らないものでありj、「県南部地域の発展に大きな期待

が寄せられている 1吋、「本町の将来をつくる大切な計画13)Jであるというように、概括的で抽象的な説明に

とどめていた。

この説明内容からみると、促進協議会では既に新駅設置の経済効果調査を行い(1993年 3月)、概括的な

経済効果の数値を公表していたが、これを説明資料として積極的に利用していなかったと思われる。

なお、この頃は新駅建設事業費として、 2面4線の駅の場合は200億円程度、 2面6線の駅の場合は250億

円程度の費用がかかる見込みであると公表し、事業に具体性をもたせていた時期でもあった14)。

(2) 2000年3月{交流結節点]

2000年3月になると新駅が広域に及ぼす影響にも言及し、「人口増加の著しい湖南地域と県南部地域は、
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都市圏形成のポテンシャルを有jするとして、新駅は「滋賀県の玄関口として広域的役割jがあるとした15)。

そして、新駅は交通結節点として r(地域間交流の)中心的施設として県南部の新しい拠点j となり、

r(栗東)町の発展に非常に役割を担う 16)Jとしながら、「単純に栗東町だけの問題ではない17)Jと言ったよ

うに、新駅の広域圏発展の役割を強調した。

このときは「栗東新都心土地区画整理事業jの環境影響評価準備書の縦覧を行うなど、事業に向けて更に

取組みを進めた時期であった。

(3) 2000年12月[中核都市、県南部地域の発着拠点]

町長は2000年12月議会で「都市間競争を勝ち抜くためには大都市と直結する新幹線の特性を生かし、また

在来線、名神高速道路などの交通体系のリンクをさせながら、県南部地域の中核都市を目指す必要があるJ

と述べたように山、広域合併で「中核都市jとなった際には、新駅の存在によって県南部地域の中心となる、

という思惑を示した19)。

そうした点から、「広域にわたる交通利便性の向上と、新駅設置を契機とした地域整備により、滋賀県南

部地域が全国を視野に入れた交流拠点・情報発信点・琵琶湖リゾートの発着拠点になるものと期待jすると

して2ヘ「県南部地域jの役割を「交流拠点Jr情報発信点Jr琵琶湖リゾートの発着拠点Jの3項目に集約

し、新駅をそれぞれの役割に関連づけた。

さらに、 2000年12月に新駅建設予定地周辺の蜂屋、手原地区において土地区画整理事業のための測量が実

施されると、「土地区画整理事業における経済効果として、市街地形成効果、土地資産形成効果、生産誘発

効果があげられj、r20年後以降は年約13億円以上の税収が見込まれる2l)Jとして、将来の税収見込み額を数

字で示し、具体的に事業効果を説明した。

また、これまで触れていなかった「就労、雇用機会の拡大、有効な土地利用の可能性の増大22)Jの効果に

ついても言及し、新駅事業の効果が及ぶ範囲を各分野にわたって分析した。

( 4) 2001年12月[産業・研究開発機能1
2001年12月に、促進協議会はJR東海に新駅建設事業の正式協議を申し入れ、 JR東海はこれを了承した。

これにより新駅建設の実現に目途がたつと、市はこれまで説明していた効果に産業・研究開発面での貢献

的役割を加え、新駅は栗東市や南部地域の発展のために必要であると説明したお}。

( 5) 2002年 3月[京阪神都市圏と中京都市圏との繋がり]

2002年 3月には、京阪神都市圏や中京都市圏とのつながりも強調した制。この時期は、翌4月に四者協定

書の締結を控えたときであった。

( 6) 2002年 9月[生活全般にわたる波及効果I

2002年 6月には「新駅整備における波及効果と地域整備戦略に関する調査報告書jが公表され、 9月議会

では、それを引用して「新幹線新駅は、本市のみならず滋賀県全域にJおいても、「企業進出や雇用創出は

もとより、住民生活の全般にEり大きな波及効果が見込め、将来における地域の発展のために不可欠な社会

資本として位置づけ、何としても実現しなければならないプロジェクトであるお)Jとした。

これは、最終的に新駅事業の意義を確認したものであった。

これ以降、新駅建設事業費の負担を巡って、関係自治体問で協議することとなる。

なお、 2003年 9月には「栗東新都心土地区画整理事業J(施行面積約50.3ha)の事業計画が決定された。

小括 1964年に東海道新幹線は営業を開始したが、栗東町はそれから間もない1969年 9月に議会に新駅誘

致特別委員会を設置し、また、 1988年12月に町議会は全会一致で新駅誘致を決議し、近隣自治体に大きな影
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響を与えながら積極的に新駅誘致運動に取り組んだ。そして、新駅の意義や事業効果の説明を誘致運動の進

展とともに深化させていった。

図3は栗東(町)市が分析した事業効果や認識していた事業意義の変遷図である。 1999年8月に促進協議

会の会長に知事が就任したころには、新駅建設の事業目的を抽象的な表現で説明していた。

区画整理事業に本格的に取り組みだした2000年12月頃には、事業効果を多角的に分析していた。その際、

「中核都市Jの用語を使用し、中核都市のもつ機能を補完する事業としてその意義を強調していた。ただ、

事業効果として掲げた項目の内容や中核都市の概念は説明されず、その概要は不明確であった。

2001年12月にJR東海が新駅建設を了承し、事業が現実化してくると、これまで分析していた項目に広域

都市圏との連携も加え、広域交流、観光、産業や研究開発を強調し、事業効果・意義を詳述した。このうち

観光については、滋賀県が同年11月に「湖国観光交流ビジョン昂1Jを発表していることから、これに併せて

事業目的を明確化させたものと思われる2初7η)

そして、栗東市は、滋賀県が事務局となって事業費負担の割合を調整するために関係市長会議を開催した

際、第 1回の会議の場で各市に事業費負担の一層の協力要請を行った281ところに象徴されるように、一貫

して各市を先導して事業に取り組んでいた。

2.滋賀県

(2002年4周囲者基本協定書の締結)

哨 1面 雪道

2002隼3周
タ欝争F

2001隼12月

2000隼12周

委易障

20ω} | 費糊蹴 ! 

榊鱒12同蜘留問機~*e叩.納付間帯畑
(1999年8月滋賀県知事、期成同盟会会長就任)

図 3 栗東(町)市説明の事業意義変遷 (出所)筆者作図

次に、促進協議会の会長に知事が就き、広域自治体として目標達成に向けて構成団体をまとめる地位にあ

った滋賀県をみる。滋賀県も数回にわたって事業効果を修正していた。

( 1 ) 1987年[概念的認議]

新駅設置の予定位置について議論をしていた1987年3月の時点でも、行政当局の認識は、新駅事業は「県

民の利便性の向上を図る上で非常に重要な事項であると認識している」としている程度であった291。

もっとも1987年9月には、新駅事業は「県民の利便性向上と地域開発および地域産業の振興等、県勢発展

のために重要な課題の一つ3叶として、 3項目の事業意義を挙げていた。

(2) 1988年12月[2駅構想、栗東付近重点}

1988年12月議会での所信表明で、知事は栗東と近江八幡周辺に新幹線の新駅を 2駅設置することの考えを
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示し、そのうち栗東周辺を重点的に早期実現を図る、とした。

そして、これは今後観光行政の推進による新幹線利用客数の増加、また、京阪神大都市圏の外延化や都市

化の進展、新幹線の通勤通学利用者の増加が見込まれることからの対応であると説明した311。

(3) 2000年12月[都市圏形成]

2000年12月には、新駅建設予定地の地域は国土幹線集中地域であるとして、新駅建設事業を産業、流通、

大学の集積地域である県南部地域の都市圏形成を図るプロジェクトとする見解も示した32)。

新駅の役割に大学の活動の活発化を追加したのはこの頃からであった。

一方栗東町では、この時期、新駅設置が交流の広域化や中核都市実現、また雇用拡大へとつながっていく

ことを期待していた。

県と栗東町が期待した効果の内容を比較すると、栗東町では自らの行政区域内での効果を期待していたの

に対し、県は広域行政体として、県南部地域への反映を期待しており、新駅事業への期待には当然ながら補

完性の原理からした差異が見られた。

(4) 2001年11月[観光産業の振興]

2001年11月に発表した「湖国観光交流ビジョン」では、観光地への交通アクセス改善のための方策のーっ

として新駅設置がうたわれ初、観光産業の振興がうたわれた制。

これを受けて、新駅設置の整備効果として「県南部地域への企業立地の促進や定住人口の増加、これらに

伴う消費需要の拡大など、地域経済の活性化」が図られることをあげ、また「全国からの観光需要の増加が

期待される」とし、新駅は「ひと、もの、情報の交流の窓口」であり、県の新たな玄関口となる、と分析し

た35)。

滋賀県では新駅事業を構想した当初から観光客を増加させることで新幹線利用客の増加を見込んでいた

が、この時期にこれを湖国観光交流ビジョンとして体系的に構築し、新駅事業の意義内容を高め、これを詳

述した。

小括 図4は図 3と同様に、滋賀県が分析した事業効果・意義の変遷図である。
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図4 滋賀県説明の事業意義変遷 (出所)筆者作図
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県が新駅の設置予定地について議論をしていた1987年、また、初めて事業の意義を説明した1988年2月は、

まだ促進協議会から誘致の要望を受ける立場にあった。

その後の説明でも、 1993年3月に発表された経済波及効果試算を積極的に援用していた形跡はなく、 2000

年12月に知事は議会で観光行政の推進や京阪神大都市圏の発展を原因とした新幹線利用客の増に対応するた

めに、新駅が必要であるとのみ説明していた。それは、新たな都市政策を実行するために新駅の建設を必要

とするという積極的な施策ではなしこれから必然的に予想される社会事象の現出に対応するために新駅を

必要とする、というものであった。

そして、滋賀県は図 4に整理したように新駅建設事業を県南部地域の都市圏形成のプロジェクトとして位

置づけ、また、事業の効果を交通アクセス改善による湖国観光交流ピジョンの推進とした。しかし、それは

広域自治体の位置からの説明であり、各自治体が享受するであろう個別の利益を具体的に説明するものでは

なかった。

3.大津市

次に大津市をみる。大津市は、表 1付図に示すように、新幹線利用では新駅を利用するより京都駅を利用

した方が便利な位置にある。

大津市議会では四者協定書が締結された 2ヵ月後の2002年6月定例市議会あたりから議論が始まった。し

かし、その内容は事業費負担の適否についてであり、事業の意義についての議論ではなく、答弁も大津湖南

地域の発展の観点からも新駅の事業効果に期待する、との内容にとどまっていた刻。

このときは促進協議会への参加理由を、促進協議会の設置趣旨に賛同したためであるとのみ説明し、建設

事業費の地元負担に対しては大津市にとって「公正公平な負担jになるよう対応していく旨を述べていた371。

そして、 2004年 1月の大津市長選挙で事業費負担の支払拒否を公約に掲げた目方氏が当選し、市長就任後

初めての所信表明で財政状況と事業の費用対効果の面を勘案して促進協議会から退会する、と表明した381。

それは、大津市が京都市に隣接していること、また、新幹線の利用客の大半が京都駅を利用することにな

るであろうことから判断しての政策選好であった3九

そして市長は、退会を表明した以上新駅の必要性についてコメントする立場にはない、として側、新駅設

置の意義について議論することはなかった。

このように、大津市は促進協議会に加入しているのは誘致事業が成功するよう「応援jするためであって、

事業費負担については大津市と新駅の位置関係から公正公平な負担となることを求めると主張し、事業には

そうした視点からの消極的な関わりであった。

4.草津市

草津市では、 2001年 1月に草津市、守山市、栗東町、野州町、中主町の首長による「湖南地域広域行政推

進懇談会jが発足し、そこで人口30万人の中核市となる 2市3町の合併が協議された。新駅設置問題はこの

合併問題と関連づけて議論された。

それは、新駅の設置が2市3町合併の起爆剤となる、といった市長などの発言に端的に表わされている。

つまり、栗東町のみで新駅設置の財源手当てをすることは困難であるが、合併により財政規模が拡大するこ

とでその課題も解決できるであろうとすること、また、 2市3町合併後に進められる都市計画は新駅を核に

したものになるとする考えであった41)。

そして、栗東市が単独で市制を施行した後も、 2市 2町の合併を模索し、産業・経済の集積、大学等の学

術研究機能が立地している地域特色を踏まえ、新駅設置によるアクセス向上などで地域発展が見込まれる、

と事業効果を期待した制。

その後、 2町の合併により野洲市が発足し合併が終了したことにより、事業の意義を「今後の滋賀県南部

の発展のためにも必要jであり、「ビジネス・観光客の増加や、さまざまな都市機能の立地促進などが期待
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されるjとしたが、具体的な内容にまでは踏み込まず、第三者的な説明にとどまった相。

このように、草津市の場合は合併構想の実現に寄与するものとして新駅事業の意義を位置づけており、そ

の取組み姿勢は他の自治体の活動に同調し追随するものであったと思われる。

5.守山市

守山市では、 1996年 3月議会での市長答弁で、新駅は滋賀の玄関口として、また、人口・産業の集積地で

ある湖南地域の発展のために必要であるとし、守山市は新駅の圏域にあることから産業、観光面など多岐に

わたり恩恵を受ける、と説明した叫。

そして、四者協定締結後には、新駅は産業、経済、文化、観光などの交流拠点になるとして、これまでの

説明に交流機能を付加した相。

ただ、こうした項目をあげたものの、その内容を具体的に説明することはなく、抽象的であった。たとえ

ば、事業費の負担割合が決まった2005年7月議会での「新駅がもたらす効果は、多方面に非常に大きく地域

発展の起爆剤として大いに活用できJる、といったように、政策選好を具体性のない修飾語で説明する内容

となっていた酬。

このような姿勢は以降も同じで、数字を用いて具体的に質問する議員に対しても、抽象的な表現での答弁

に終始し、事業効果の説明は概念的なものにとどまっていた。

市長は事業費負担について「多額の借金をしてまで多額の負担をする意思はないjと述べていたようであ

り471、誘致活動も他の団体に追随していたものと思われる。

6.野洲市

2004年10月1日に旧中主町、旧野洲町が合併し、野洲市が発足した。この頃は、新駅設置を巡って住民投

票条例の制定を求める署名運動が行われていた時期でもあった。

2004年11月の臨時議会で市長は、新駅設置の意義として、湖南地方は50万都市を目指していることを勘案

すると、一般論として滋賀県には新幹線の駅は必要と思われる、と第三者的立場で説明した481。その背景と

して、かねてから課題となっているJR琵琶湖線草津駅から野洲駅までの複々線化について、新駅建設と併

せて促進協議会による支援を期待する打算もあって、促進協議会の活動と同調しておくものの、建設事業費

が試算され、その負担が現実になってくると、厳しい財政状況から事業費見直しのプロセスが必要であると

する判断があったものと思われる4九

2005年3月になって、市長は全体事業費や負担金のスキームが明らかになってくると、滋賀県南部地域の

発展には必要なものであると考えている、と答弁し、やや主体性をもたせて事業の効果を説いた5九しかし、

以降においても、これまでの説明に付加して事業効果を再定義することはなかった。

また、事業費負担については守山市長と同じく「借入れをしてまでということで抵抗している5りょうで

あり、事業への取組み姿勢は守山市と同程度だったと思われる。

7.湖南市

2004年10月1目、湖南市も旧石部町と甲西町の 2町が合併し、市制を発足させた。

湖南市は新幹線へのアクセス面で促進協議会の構成市のなかではメリットを受ける位置にあるが、発足時

の臨時議会において、 1名の議員が住民投票の動向を質疑したのみで、事業効果を議論するほどの深まりは

なかった521。

そして、 2004年12月議会で、市長はこの事業が「県南部の広域的事業Jであることから滋賀県および栗東

市が行うべきである、と主張し531，隣接市として必要とされる責任は促進協議会の構成市として果たせる範

囲内で果たす、とした5九また、新駅の設置意義の説明資料を滋賀県、促進協議会に求めている5へとし、

事業意義を説明して市民説得に当たることには消極的であった。
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2005年 3月議会では新駅設置によって湖南市が享受する経済的利益については、滋賀県を単位としては試

算されるものの、個別市では判然としない、とする旨の市長答弁もされた刻。

しかし、事業負担金の債務負担行為を上程した2005年8月の臨時議会では、湖南地域の経済発展に伴う利

便性の向上や高齢化社会到来による近接駅の必要性、経i済斉波及効果による税収増も考える必必、要があるとして

これまでで、の姿勢を転換した57)η)

そして、 2005年 9月議会では、湖南市に立地している企業の活用、観光客流入、通勤通学の手段、就労、

教育、文化、情報などにおける総合的な経済波及効果が期待できる、と事業効果を説明していた則。

このように、市長の説明姿勢から、促進協議会に参加して新駅誘致運動を行い、他の自治体に追随してい

たものと思われる。

8.甲賀市

2004年10月1日、甲賀市は旧水口町、土山町、甲賀町、甲南町、信楽町の 5町が合併し、市制を発足させ

た。

2004年12月議会で、市長はこの事業の意義を「交通利便性の向上や地域経済の活性化など、新駅がもたら

す経済波及効果が期待できる重要な社会資本の整備であるJと一般的な説明をしていた59)。

また、新幹線新駅設置に伴い、長年懸案事項となっていたJR草津線の複線化を期待する発言もなされた帥)。

2005年 3月に知事から事業費負担案が提示され政治テーマとなると、 3月議会では市長はこれまでの説明

に補足して、新駅設置が「交通利便性の向上はもとより、新駅を中心としたまちづくりの推進による定住人

口の増加、企業活動の活発化による就労人口の増加など、大きな経済波及効果をもたらす地域発展の起爆剤」

となることを期待して促進協議会を結成し、請願をしてきた経緯があると説明した6叫1)

そして、次の 6月議会では新駅による甲賀市への影響として、草津線の運行数の改善や複線化の実現への

加速化寄与をあげ、さらに、草津線の利便性向上に伴う人口増加、地域全体の建設効果、消費生産効果、地

域資源をいかした観光客の誘致拡大による観光消費効果、税収効果をあげて詳述した6ω2引)

このように事業効果を説明する一方、甲賀市は知事から提示された事業費の負担額につき、その積算根拠

となった利用者予測数値などに疑問をもち、波及効果試算は「事例研究の一つ63)Jとして負担金の額を独自

算出し、知事に減額を要求していた。

こうして、市長は事業の意義を認めることと事業費負祖とは切り離して政策選好した。ただ、減額が認め

られなければ新駅の建設はありえないとも発言しており札、事業費の負担を巡つて滋賀県と駆け引きもした6削4引)

このように、甲賀市は新駅事業を巡る議論のテーマが事業費負担に移ると、プレーヤーのなかでも独自の

行動を取ったが、それまでの誘致活動では他の団体に同調し、追随的行動を取っていたものと思われる。

9.小括

既に il.はじめに」で若干触れたように、 1993年 3月に促進協議会は新駅設置の経済効果を調査してお

り、「設置時に各産業に及ぼす効果は267億円、新駅の開業に伴う周辺整備による経済波及効果は10年間で

5715億円であること、人口へのインパクトは、開業後10年で新駅を設置しなかった場合と比較して 3万6000

人の増加をもたらす65)Jとしていた。そして、 2002年 6月にはこれの時点修正した波及効果を、続いて2004

年 8月にその深度化調査をそれぞれ公表した。

しかし、各首長の政策選好をみると、こうした数値が公表されているにもかかわらず、それを議会で説得

材料として援用し、事業の意義を説明していた形跡はなく、また、各首長が認識する事業の意義や事業への

期待も必ずしも同一ではなかった。

たとえば、滋賀県では「湖国ビジョンjで新駅事業の位置づけを明確にし、また、栗東市では新駅予定地

周辺の土地区画整理事業に着手し、それぞれ事業の意義や効果を説明していたのに対し、草津・野洲・守山

市のように促進協議会に参加していることに事業の意義があるとして、第三者的視点で事業意義を認識して
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いた自治体もあった。

また、甲賀市のように事業の意義を認識しつつも事業費の負担額を独自算出し、知事に減額を要求し、こ

れが認められなければ建設事業を否定すると主張した自治体もあった刷。

さらに、県庁所在市であり県下で最大の都市である大津市が協議会からの脱退と事業費負担の拒否を表明

したことは、他の自治体に大きな影響を与え、促進協議会を混乱させた6阿7引}

このように、各首長は促進協議会を結成し、協働して誘致活動に取組んでいたものの、事業の意義に対す

る認識は各市の思惑により同一歩調の線上にあったものではなかった。

そして、誘致活動の取組み姿勢も同一ではなかった。これを大きく区分すると、図 5に示すように 3パタ

ーンに分類できょう。

先ず、①誘致業業を積極的に進めようとする栗東(町)市や滋賀県のような「推進型J、②草津・守山・

野洲・湖南・甲賀市のように、促進協議会に参加して事業推進を応援し、また、これら「推進型jの自治体

の活動に追随して同調する「追随型」、③大津市のように事業推進の応援をしつつも、大津市にとっては効

果がないことから促進協議会からの脱退を表明し、事業費負担を拒否する「消極型」に分類できょう。

栗東(町)市長や知事は図 3、図 4に示すように誘致事業の取り組みの進展に従って事業意義の説明を深

化させていたが、他の首長も情勢の変化に合わせて事業意義の説明を詳しくしていた。たとえば、甲賀、湖

南の両首長は2005年3月に滋賀県から事業費負担の額が提示され、負担額と新駅の経済波及効果が議論にな

図 5 各自治体の取組み姿勢-3パターン
(出所)筆者作図

図 6 事業意義の説明内容についての評価
(出所)筆者作図
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ると、これまでの静観的態度を転換し、初めて事業化の説得材料に新駅の経済波及効果を用いた。

そこで、各市聞の説明内容の程度を比較するため、作図によってこれの視覚化を試みた。作図にあたって

は、図 3に示すように栗東(町)市では期待した事業効果を経年に従って 5段階で説明し、事業意義として

いることから、これを評価基準に用いた。

具体的には、栗東町で事業意義を概念的に捉えた段階では 2点とし、それに新たな説明を付加して内容を

高めるごとに 1点を加点した。たとえば、栗東町は1999年12月に事業の意義を概念的に説明していたことか

らこれを 2点とし、その後、 2000年 3月にはこの説明に「交流結節点Jとしての効果があることを付加した

ことから 1点を加点し、さらに、 2000年12月には中核都市の表現を用いながら新駅設置がもたらす交通の利

便性の向上、経済効果、また雇用機会の拡大といった面を付加したことから更に l点を加点する、といった

ように合計6点まで評価点を付けた。

こうした栗東での各段階の評価点を基準にして他の自治体の評価点をつけた。なお、事業効果には触れる

ものの、それがスローガンのような項目にとどまるような場合は 1点とした。たとえば、脱退の意思を表明

した大津市や2004年11月時点での野洲市、同年12月時点での湖南市がそうである。

その結果、図 6でみるように「推進型jの栗東(町)市、滋賀県は事業の意義や効果への期待を詳しく精

微に説明しており、評価点は 6点であった。「追随型jの5市では同じ時期の説明内容は「粗Iく、さらに

「消極型jの大津市は構成員の中でも一番「粗jい説明となっており、評価点は 1点であった。

このように、促進協議会では関係自治体等が「総力を結集制」し、協働して新駅の誘致活動を展開してい

たが、それぞれの事業意義の認識程度は同一水準ではなかった。

では、こうした各首長の認識に対し、議会ではどの程度事業化について争点を形成し議論していたのだろ

うか。次章では、新駅誘致活動に対する政治的関心度を分析する。

V.政治的関心度 (i組織過程モデル」の援用)

本章では各議会の事業に対する関心度合いをみるため、議会での質疑人数、時間、首長の答弁回数、時間

を分析し、これを各自治体間で比較する。それは、各自治体によって議員数が異なり、また、議会規則で質

問時間や再質問回数が異なるとはいえ、争点化した政治テーマには議員の関心が集まることから、質問の機

会が制約されたなかで何人が新駅建設事業を質問し、どれだけの時間をかけて再質問しながら追及したのか、

そして首長自らがどれだけの時間をかけて説明したのか、を数値に置き換えて比較するのも意味があろうと

考えるからである。

そこで、先ず各質疑の時間数を計測する方法としては、議事録からは会議時間や休憩時聞は分るものの、

個々の質問と答弁に要した時間については記録されていないことから、栗東町議会での会議時間を参考にし

て次により質疑時間を推計し、各自治体に適用した。

すなわち、栗東町議会では平成11年 (1999年)6月町議会(日程第 4日)からホームページ上で議事録を

公開しており、そこに記載された 6月10日(日程第4日)および11日(日程第 5日)での会議時間を参考に

した。そして、両日程におけるホームページ上の発言総文字数をカウントし、これを会議の合計時間数で除

すことで平均 1分間当たりの文字数を算出した。それにより得られた 1分間=273文字を平均発言スピード

とみなして 1ポイントを付与し、 1分間相当=1ポイントとした。

そして、各自治体聞を比較する期間は、 1999年8月に促進協議会の会長に知事が就任して誘致運動の「高揚

期倒」を迎えたことから、直近の1999年6月議会から知事選挙直前の2006年3月議会までの発言を計測した。

1 .質問者数

新駅事業に関して質問した議員数をみると、栗東(町)市議会に比べ、他の自治体は総じて質問者数が少

なかった。
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表2に示すように2001年 3月栗東町議会での延べ15人70)の質問者数が最高で、あった。この時期は、栗東

町では2000年8月に土地区画整理事業のための地元説明会が開催され、その年の12月に測量を始めるなど、

JR東海が新駅誘致の条件としていた都市計画事業を進めていたときであった。そして、 2001年 3月町議会

で、町長は2007年春の開業を目指すことを表明していた。さらに、 2001年10月の市制施行を控え、図 3で示

したように、新駅に「中核都市jとしての役割も期待し、事業の意義を一層拡大させていた。

そうしたことを背景に議員数20人のうち 7割がこの事業を政治テーマにとりあげ、争点を明示し議論を沸

騰させた。

しかし、この時期の他の自治体をみると、 2001年6月に滋賀県議会(議員実数48人)と草津市議会(議員

実数48人)でそれぞ、れ 1人が質疑し、その内容も現状認識と課題を問うもので争点形成にまでは至らなかっ

た。

翌2002年3月議会においても、翌月の 4月には四者基本協定書の締結を控えていたが、栗東市(議員実数

20人)の13人の質問者に対し、滋賀県(議員実数47人)は 4人、草津市(議員実数23人)は 2人の質問者で

あり、低調であった。

2004年2月に滋賀自治体問題研究所等が関係13市町の住民を対象に行ったアンケート調査の結果として、

6-7割の住民は事業費負担に否定的であることを発表し、翌 3月には栗東市議会に 1万862筆の署名を添

えて新駅設置事業の凍結を求める請願書が提出され、事業化に反対する住民運動が展開された。

住民運動に対して、栗東市議会(議員実数20人)では代表質問などで延べ11人71)が質問に立ち政治的関

心を高めたが、他の自治体は低調であり、栗東市に次いで多かった守山市(議員実数22人)では 4人が質問

し、当局に対し住民意向とのズレを質した。これに対し守山市長は、これまで促進協議会の一員として事業

促進に取組んで、きたことや、隣接市である栗東市との関係から「道義的な、政治的な面Jがある721、として、

表 2 質問者数一貫

(出所)筆者作表
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栗東市や促進協議会との関係を重視した。

そして、表 2 の網がけ箇所に示すように、 2005年 6 月 ~8 月にかけて各自治体が同一歩調で「債務負担行

為」として措置する新駅設置工事負担金の補正予算案を提案した議会においても、野外I(議員実数32人)

湖南(議員実数35人) ・甲賀市(議員実数80人)ではそれぞれ、 6人、 9人、 6人が質問し、関心の高さを

示したものの、草津(議員実数23人)・守山(議員実数22人)の両市では草津市2人、守山市 1人であった。

もっとも、野川、ト湖南・甲賀市は、合併による議員の在任特例で多くの議員がいたので、そのことが質問

者数を際立たせたのかもしれない。そして、野洲市では在来線の複々線化、また甲賀市では単線である草津

線の複線化を新駅建設の副次的な事業としてそれぞれ期待していたことを踏まえると、両市は促進協議会の

活動に追随していたものの、政治テーマが新駅の誘致実現から事業費の負担割合に移ったことで、自らの財

政に直接影響することから関心を高めたのかもしれない。

こうして質問者数の全体傾向をみると、図 7の分布図に示したように、栗東市の質問者数は債務負担行為

を内容とする補正予算を議決する2005年 6月の議会までの問、構成自治体の中で上位にあり、次いで滋賀県

が続いた。

なお、図 7の分布図では、分布範囲を分りやすくするため、栗東市と滋賀県、そして2004年10月1日に合

併市として発足した野州、湖南、甲賀の各市を灰色線、黒線、黒線の破線でそれぞれ囲った。以下、図 8、

図10も同じ。

2.質疑の時間数

次に、質問と答弁に費やされた時間を各自治体間で比較するため、図 8、表3に示しているように発言時

間数相当をポイント数で表した。

内容をみると、図 8から一目瞭然であるが、栗東(町)市が他の自治体より抜きんでてポイント数が多か

った。

1999年 6月から2006年 3月までのポイント数を合計でみれば、栗東市は2369.0ポイントで最多であり、大

津市は90.9ポイントで最少であった。

なかでも、最もポイント数が多かったのは、栗東市で2004年 9月に住民投票条例の制定を求める住民運動

が起こったときの栗東市議会であった。 10人の質問者で258.7ポイントあった。これは 4時間20分程度に相
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図8 ポイント数(質問と答弁の合計時間相当)分布図

(出所)筆者作図

表 3 ポイント数(質問と筈弁の合計時間相当)一覧

大津| 箪津| 守山 | 野洲

19.4 

19.7 
18.4 18.8 

6.2 
3.1 11.7 

1.2 
11.9 
1.0 

101.0 9.5 25.3 
162.6 32.9 7.2 

25.4 
40.3 
40.8 20.4 

(出所)筆者作表
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当する時間と思われる。

この時期は、事業化により厳しい財政状況を更に悪化させるのではないかとする問題意識から、住民がプ

レーヤーに加わった政治的にも重要な意味ある時期であった。

そして、 2004年 6月に栗東市議会の保守系会派では新駅事業の推進派と慎重派に会派分裂を引き起こすな

ど政治的緊張を高めたが、他の自治体は無関心で、栗東市に同調した議論はなされなかった。

次いで、ポイント数が多かったのも2005年 3月栗東市議会の207.9ポイントであった。このときは滋賀県が

各自治体に事業費の負担額を提示しており、これに対し10人が質問した。これも約 3時間30分程度に相当す

る時間と思われ、 1人平均約21分程度であった。その後の2005年6月議会で行われた債務負担行為の審議で

は質問者が5人で、質問時間も 1時間半程度で、活発化していた議論も低調になってきており、これが終わ

るとさらに低調になり、 2005年 9月、 12月議会での質問者は 1~ 2人で質疑時間も30分程度となった。この

事業費の負担をめぐる議論のときが最も盛んに議論をしていたといえよう。

栗東市で盛んに議論が行われていた2005年 3月での他の議会では、滋賀県が119.0ポイントであったが、

順次、野洲・湖南・甲賀の各市でそれぞ、れ67.2、56.8、47.0ポイントと続き、最低は大津市の2.4ポイントで

あった。このときは、大津市では脱退表明を確認する観点からの質問だけであった。

栗東市の次にポイント数が多かったのは滋賀県であった。ただ、県議会では、事業費負担の調整に難航し

たときから議論の内容を深めており、それまでは事業概要などを表面的に質問する程度で、ポイント数も

2004年12月の59.2ポイントが最高で、 2003年11月の1.0ポイントが最低という状況であった。

野州・湖南・甲賀の各市では表 3の網がけ箇所に示すように、「債務負担行為jの審議においてもそれぞ

れ126.6、124.1、41.7ポイントとなり、それまでの質疑時間のなかで高得点を示していた。

草津・守山の両市では、 20ポイントから30ポイントの聞を浮動し、全体的に低いポイント数であった。

大津市の場合は、市長が促進協議会脱退の意思を議会で表明していることから窺えるように、促進協議会

での活動は消極的になっており、表2に示すように質問者も少なく、全体に低調なポイント数の状況であっ

た。

これら議論の深まりを別の角度から見るため、表3に掲げたポイント数を先ず10ポイント未満に、そして

10ポイント以上は50ポイントまでごとにまとめて区分し、それぞれのポイント数を件数で集計して図 9にま

とめた。

ポイント件数の内訳をみると、 100ポイント以上の件数があるのは栗東市、滋賀県、野州市、湖南市であ

り、そのなかでも件数が多いのは栗東市と滋賀県であった。栗東市は、低位である10ポイント未満の件数が

栗東剛

滋賀県

大津

草津

守山

野洲

湖南

甲賀

。 10 20 30 

図9 ポイン卜数の件数内訳
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(出所)筆者作図
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なく、高得点、のポイント数の件数が他の自治体と比較して多い。また、 200ポイント以上の件数があるのは

栗東市のみである。これらは栗東市では時間をかけ、内容を深めて議論をしていた左証とみてよいのではな

いだろうか。

3.首長の答弁回数

議会では、行政当局が行政課題の解決策を議案として提案し、あるいは、施政方針として首長の課題認識

と施策を示し、それらを議員が質すことや、議会へ住民から出された請願を審議することなどを通して議論

が行われる。このことから、先ず、議会が首長からの課題提示や社会事象を政治課題としてとらえ、争点、化

する必要がある。そして、それを首長が答弁として政策選好の合目的的最適性を説明することで議論が成立

する。

このことを踏まえると、政策論議には首長自ら説明することが重要になる。

そこで、首長の答弁回数や時間、当局による答弁時間に占める首長の時間割合をみる。図10、表4はその

結果である。

表4から首長答弁の回数をみると、栗東市では10回以上の答弁が全体の 4割を超えており、他の自治体と

は大きな差異がある。なかでも、事業費の負担額が明らかになり、問題点が顕在化されると、 2005年3月議

会において市長答弁が31固なされた。議員10人が100.8ポイント相当時間の質問を行ったのに対し、行政側

の答弁は107.1ポイントで、うち市長答弁は66.1ポイント(市長の答弁率61.8%)、約 1時間超に相当する答

弁時間であった。

もっともこの時期には滋賀県でも知事答弁が10回で、 52.7ポイントの延べ約1時間足らずの答弁であり、

栗東市に次いだ。

野洲・湖南・甲賀の各市では、市長答弁はそれぞれ 4回、 10回、 7回であったが、答弁時間は14.7ポイン

ト、 33.0ポイント、 18.0ポイントと短時間であった。むしろ野洲・湖南市では、債務負担行為の補正予算案

が審議されたときの方が、市長の答弁回数も時間も増えていたので、事業費の負担額が明示されたときより、

351m ロ1
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図10 首長答弁回数の分布図 (出所)筆者作図
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表 4 首長答弁の回数とポイント数

(出所)筆者作表

事業費負担が現実化したときの方が政治的関心は高まったのかもしれない。

草津市議会では、事業費負担が明示されたときも、また、債務負担行為の議案を審議するときも市長の答

弁回数は 5回と少なく、その答弁時間も長くて延べ10分程度で、短い場合は 3分ほどと政治的関心は薄かっ

たようである。守山市議会でも同程度であったと思われる。

また、大津市議会では市長が促進協議会からの脱退を表明したことから、政治的関心が他の自治体と異な

っており、何れの時期においても市長の答弁回数は 1-2回ほどと少なかった。

野洲・湖南・甲賀の各市では、市長答弁の割合が全体平均でそれぞれ65.1%、87.2%、91.8%であり、市

長答弁率の多いグループに分類されるものの、質問者数が多数であった2005年 7月、 8月では市長答弁の割

合が低下していた。

一方、市(町)長の答弁回数が最多であった栗東市では、 2003年 9月議会での市長の答弁率が84.6%で最

高となり、全体平均では46.4%であった。これは下位にある草津市の41.0%に並ぶ率であった。ただ、草津

市では、答弁全体のポイント数が53.8ポイントに比べ、栗東市では571.8ポイントと、約10倍の聞きがあり、

このことから単純には比較できないと言えよう。

4.小括

既に図 5で各自治体の誘致活動への取組み姿勢を 3J~ ターン化したが、この区分ごとに質問者数、質疑に

要した時間(ポイント数)を図11のように合計数値で再整理した。

これまでの分析からしでも、また、図11からも確認できるが、 I推進型」の栗東(町)市は質疑の時間、

質問者数、また首長の答弁時間数において最上位にあり、次いで同じグループの滋賀県が続いた。栗東(町)

市、滋賀県の議会では新駅誘致に対して政治的関心を高め、首長も時間をかけてその課題を議論し、議論の

内容を高めていたと言えるだろう。

また、新駅誘致運動への取組み姿勢から「追随型Jに区分した草津・守山・野洲・湖南・甲賀の各市は、

図11に示すように質疑の時間、質問者数においても類似傾向を示しているところから、これらをこの側面か
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らも同じグループに区分できょう。そして、質疑の時間、質問者数から「消極型jの大津市に近似した低調

な議論であったと言えるであろう。

このように、各自治体は促進協議会で組織的には統ーされていたものの、各議会での議論を質疑時間、質

問者数からみて推進型と追随型とでは政治的関心度において大きな差異があったと思われる。

消極型である大津市の脱退表明や追閲型である甲賀市の負担減額修正案が促進協議会での調整に影響を与

えたが、追随型の自治体の意見は促進協議会の組織に影響を与えるものではなかったと思われる。

図11 各自治体での輯論の熟度 (出所)筆者作図

Vl.プレーヤーの関係 (r政府内政治モデル」の援用)

促進協議会の構成自治体は、新駅設置事業から生じる利益の確保、不利益の回避のために組織内で駆け引

き (bargaining73))を行い、一方、住民グループは自治体の財政悪化の心配から自治体に事業中止を求めた。

新駅誘致事業ではこれらがプレーヤーとなった。

とくに、事業費の負担問題では大津市や甲賀市が駆け引きを行い、促進協議会の運営に揺らぎが生じた。

これに対し、会長は知事の立場からも調整に入って混乱を収束させた。会長はリーダーとして組織の一体性

を示す必要があり、その役割は重要であった。

そこで、本章では先ずず、会長(知事)を中心とした同d心L心、円のなかにあるプレ一ヤ一の関係をみる7削4叫)

ところで、新幹線新駅の設置運動に広域自治体である滋賀県が関わったのは、 1985年9月に当時の湖南地

域 2市 3町、志賀町、甲賀地域 7町のそれぞれの首長や大津湖南地域市町村圏会長が新駅設置の要望書を知

事に提出したことから始まる。

滋賀県は1987年 9月に内部組織の「東海道新幹線新駅設置検討委員会Jを設け、新駅設置の検討に着手し

た。そして知事は、「地域同士の競り合いをやめて、全県一致結束して推進することが必要75)Jとの認識の

もと、当時の運輸省、 JR東海と折衝し、設置場所の選定、駅前の面的整備、周辺地域の開発計画策定など

プレーヤーの中心となって誘致の条件整備を行いながら、要望活動を進めた。

また、知事は1988年12月に新駅の設置場所として、それまで候補地としてあがっていた栗東周辺および近

江八幡周辺の2候補地を栗東周辺に絞り 761、新駅誘致運動の方向づけも行った。

このように、知事は他の自治体を主導して政策選好を出力し、これを実行した。これをみると、知事と市

(町)長とは垂直的関係にあったと言えよう。

しかし、水平的関係にある側面もあった。たとえば、栗東町と滋賀県は協働して新駅予定地周辺整備の構
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想、を検討し、 1995年3月には「栗東町新幹線新駅関連地域開発整備構想Jを策定したが、そうしたところに

は水平的関係をみることができた。

ところで、会長は促進協議会の規約によれば「協議会を代表jする地位にあり、その職務は「会務を総括

するjことにあった771。

しかし、この規約には入会や退会、会議の議決手続きなどの規定を設けておらず、促進協議会は全構成員

の合意を重視したゆるやかな組織であった。そして、知事はその地位において各首長と垂直的な関係であっ

たのに対し、会長としての各首長との関係では、会長が各構成員関の政策選好を調整するところに重点がお

かれていたことから、調整を踏まえて会長の選好を出力するとした側面からみれば水平的な関係だ、ったと言

えよう。

たとえば、事業費負担が政治上の争点になり、大津市が促進協議会からの脱退を根拠に負担金の支払いを

拒否し、また、甲賀市も独自に減額算定した負担金の支払いを主張したとき、会長や他の首長は大津市の脱

退を認めずに、構成員の地位を保留したうえで調整にあたり、また、甲賀市の減額要求に対して知事の地位

において甲賀市長の説得にあたった781。

これに対し、大津市は退会届の提出をもって退会した、との見解を主張し7へ甲賀市長は地方分権から甲

賀市と滋賀県は対等で、あるとし、滋賀県提示の負担額を修正することでなんらかの制裁があるのではないか

とする議員の懸念を否定して、水平的関係を強調した刷。

そして、大津市は事業費を負担せず、滋賀県の観光政策に協力するためとして事業費負担額と同額を観光

振興事業協力金として滋賀県に支払い、それを受けて滋賀県は同額を促進協議会に支出することで決着し

た。

甲賀市の場合は、滋賀県が算出した 4億2500万円を不満として独自試算した 2億5000万円を知事が了解し

ないまま促進協議会に支払い、その後、知事が残額の支払いを甲賀市と協議するとした。そして、新知事に

よって事業が中止になったことでこの紛争は終結した。

このように、知事でもある会長と各首長はプレーヤーとして垂直関係や水平関係を複雑に組み合わせてゲ

ームをしたが、これらの関係の境界やゲームのルールは明確でなかった。

また、促進協議会は事業効果を説明するため、 2002年6月には「新駅の波及効果と地域整備戦略に関する

調査報告書jを、 2004年3月にはそれを深度化した「新幹線新駅整備の波及効果と地域整備戦略の深度化調

査Jをまとめた。

しかし、この深度化調査に対して、各市議会では現実感とかけ離れた前提条件の根拠についての質問が相

次いだ。これに対し、その設定条件の正当性を説明する材料を各市の行政当局は持ち合わせていなかったよ

うである8lJ。

このようにみると、促進協議会のガパナンス機能は、知事が会長として促進協議会の会務を総括する立場

であったが、組織内では構成員を垂直関係で統制していたのではなく、水平関係で各構成員の利害調整を行

い、そのうえで政策選好を出力していたと言えるだろう。

次に、会長(知事)とプレーヤーの同心円外にある住民との関係をみる。

事業費負担が議論の温上にのぼってくると事業反対運動に取り組み、プレーヤーに加わる住民グループが

出現した。

しかし、会長(知事)はそれに対して多くの関心を寄せることはなく、住民に対しては県行政として広報

誌やパンフレット、ピラ折込み、マスコミを通じての広報、県広報番組や県ホームページによる広報、経済

団体との意見交換会の開催、また、促進協議会として新聞折込みによるリーフレットの配布(県南部地域)

シンポジュームの開催、講演会、パネルデイスカッションを行い、事業を紹介する情報提供に努めた、と説

明していた821。

ただ、これらの広報活動は、争点提示の情報提供ではなかったと思われる。住民の納得を得るには、住民

参加に熟議民主主義の視点を取り入れて議論を深めるシステムが有効であると思うところから側、この観点
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からした行政情報の提供ではなかったと思われる。

たとえば、住民説明には住民と行政が対話しながら問題点の相互理解ができるオープンハウスやワークシ

ョップが有効かと思うが、そうした場を活用して深度化調査で明らかとなった事業効果と投資経費を住民に

説明した形跡はなかった。また、住民と行政とをつなぐファシリテーターもいなかった。

このように、住民との関係において促進協議会は住民参加を進めることはなく、また、会長は政策選好出

力の判断材料にするために、住民参加システムを稼動させるように各市に指示することもなかった。

w.まとめ

以上、明らかになったように、促進協議会の構成員である各自治体は一体性を欠いており、会長は強制力

をもって各首長を指揮して、事業認識を統ーしたこともなかった。

このことに関しては次の数点が指摘できょう。

先ず、各自治体は誘致そのものを政策選好としたが、新駅誘致の目的については共有できていなかった。

各首長は「合理的行為者 (RationalActor) Jとしての統一化がなされていなかったと思われる。

各首長は新駅設置による事業効果について統ーした説明がなされず、また、説明する時期も各首長によっ

て異なっており、促進協議会としての一体性を欠いていた。たとえば、栗東市と滋賀県は事業の意義や効果

を詳細に説明していたが、他の自治体では項目だけの説明に終わるなどその内容に濃淡があった。

各首長は事業意義の認識を共有し、そのもとに議会で議論したものではなかった。そして、説明内容に粗

雑さがみられる自治体に対し、会長(知事)は、意図をヒヤリングし、評価し、全体を統一する作業を行っ

た形跡はなかった。これは、促進協議会が期成同盟として、目標達成のみを組織目的とし、新駅設置の意義

や事業効果の評価や期待表明については各自治体が行い、促進協議会としての統制を行わなかったことに起

因しているのかもしれない。

次に、議会での政治的関心の程度にも差があり、関心が高かった栗東(町)市、滋賀県と他の自治体とで

は質疑の人数や時間で大きな隔たりがあった。もっとも、事業負担額が市財政に与える影響と、新駅設置か

ら得られる利益の差に注目した議論は各自治体で活発になされたが、新駅の建設意義への関心からした議論

は低調であった。

そして、市・町は住民にプレーヤーとして参加の場を提供しやすい立場にあるが、住民参加による出力で

も課題があった。これは、 2006年 1月31日滋賀県臨時議会で rrびわこ栗東駅(仮称).1建設の是非を問う住

民投票条例の制定jを審議した際、知事は「改めて新幹線新駅の設置について住民投票にゆだねるというこ

とは、議会の役割や権限、さらには議会制民主主義そのものの否定にもつながりかねず、なじまないjと知

事意見をつけたところに象徴される。

アリソンの「組織過程モデルJによれば、政府は組織化されたセンサーを通じて問題を感知し、構成組織

の情報処理により選択肢を明確にする刷)、と指摘しているように、住民参加はセンサー機能を果たす重要な

要素となるが、各自治体では政策選好過程で住民意見の把握を行った形跡はなく、そのことを会長(知事)

が指摘し、指導した形跡もみられなかった。

住民への情報提供は、行政からの一方通行による情報にとどまり、提供された情報により多様な意見を出

し合う場もなかった。事業を回止しようとするグループは、住民運動として一体性をもって取り組んだが、

これに対し、行政当局の関心は低かった。

以上の分析から、促進協議会の運動展開をみると、議会の関心程度に差があり、それを協議会として補正

するシステムがなかったことが分かった。このことは、広域自治体が期成同盟を結成し、目標達成に向けて

運動を展開しでも、各自治体での議論を核となる組織体が把握せず、また、成員で課題を共有して目的を達

成する戦略システムがなければ、統ーした運動展開が阻害されるおそれがあり、各自治体住民の納得を得る

ことにも影響があることを示唆していると言えよう。
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[注1

1 )石割 [2009J参照。

2) 2005年国勢調査。
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3)石割 [2009J に掲げた経過も含めて事業概要を参照。

4 )石割 [2009Jp.l6 

5) Allison [1971J p.5の注記で、は、モデルの名称が混乱を招くことから、第 lモデル、第 2モデル、第 3モデルとシン

プルにした方がいいかもしれないと述べている。

6) Allison [1971) pp.29-30 

7) Allison [1971) pp.67-69 

8) AlIison [1971) pp.144-145 

9 )足立 [2009)pp.136、森脇 [2010Jpp.111・119、

10) 1966年 8月発足。現在、滋賀県、草津市、栗東市、昨1賀市、湖南市、日野町、伊賀市(三重県)で構成。

11)石割 [2009Jp.8では、事業をめぐる各アクターの政治行動の特徴を時系列に整理し、準備期、高揚期、協議期、混

乱期、整理期に分類した。この時期は、これらのうち「高揚期」にあたる。

12) 1999年12月13日町議会での川崎議員の質問に対する町長答弁。

13) 1999年12月20日町議会での総務常任委員長報告。

14) 1999年11月19日栗東町議会「新駅等設置対策特別委員会」

15) 2000年 3月6日町長の施政方針。

16) 2000年 3月13日馬場議員の質問に対する町長答弁。

17) 2000年 3月10日馬場議員の質問に対する助役答弁。

18) 2000年12月14日野村議員の質問に対する町長答弁。

19) この頃栗東町では草津市との合併構想が議論されており、 2000年 6月9日栗東町議会において、川崎議員から新しく

就任した各次長に所管の内容説明を求められたことに対し、建設部次長は中核都市を目指すねらいが新駅にはある、と

述べていた。そして、猪飼町長は栗東市制施行の議案を上殺した2001年 3月臨時議会での提案説明においても、新駅事

業は「新都心形成による湖南地域の中核都市にふさわしいJr顔づくり」であるとし、「中核都市」を強調した (2001年

3月29日臨時議会での提案説明)。これは国松新市長も踏襲しており、 2002年12月の所信表明で「湖南 3市 2町の広域

合併による30万人規模の中核都市づくりの青写真の中で新幹線新駅の姿を描く必要があります」とし、中核都市形成へ

の戦略とした (2002年12月5日の国松新市長の所信表明)。

20) 2000年12月13日馬場議員に対する町長答弁。同旨、同月 14日野村議員への町長答弁。

21) 2000年12月14日三浦議員の質問に対する助役答弁。

22) 2000年12月14日三浦議員の質問に対する助役答弁。

23) 2001年12月12日三木議員の質問に対し、市長は「産業・研究開発機能、広域交流機能の立地促進や観光リゾート機能

の発達による地域の振興、更には大型プロジェクトの推進など、地域の持つ滞在能力を顕在化させ、栗東市並びに滋賀

県南部地域が将来にわたって継続的な発展を遂げるに不可欠Jと答弁した。

24) 2002年 3月6日の施政方針で市長は「京阪神都市圏と中京都市圏の結接する『栗東市JJ として、関係圏域を京阪神

や中京に広め、「商業が集積し、また、観光関連業務など産業活動が活発化し経済波及効果は棟めて高いものが期待さ

れます」と述べた。

25) 2002年 9月11日馬場議員の質問に対する交通政策部長答弁。

26) http://www.pref.shiga.jp/kakuka/f/chushoukigyo/kokoku-vision.html 

27) Allison [1971Jは、「国家または政府の日的と打算 (calculation) を並べ立てて国際的事件を説明しようとするのが合

理的行為者 (RationalActor)モデルの特徴である」と述べているの (p.lO)

28) 2004年12月9日草津市議会での清水議員の質問に対する企阿部長答弁のなかでの発言。

29) 1987年 3月9日松井議員の質問に対する生活環境部長答弁。
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30) 1987年10月 1日橋本議員の質問に対する生活環境部長答弁。

31) 1988年12月8日の知事所信表明。

32) 2000年12月12日梅村正議員の質問に対する企画県民部長答弁。南部地域振興会議「滋賀県南部地域振興プランJ

(2009年11月発行)参照。

33)第 6章の 3IB人と環境にやさしい観光基盤整備J(1)交通アクセスの改善の取り組み例として新幹線新駅設置を明

司Z。

34) 2002年12月5日吉田議員の質問に対する知事答弁。

35) 2002年 2月28日北野議員の質問に対する土木交通部長答弁。 2002年10月4日藤崎議員の質問に対する土木交通部長答

弁。

36) 2002年6月10日北林議員の質問に対する企画部長答弁。

37) 2002年6月10日小坂議員、北林議員の質問に対する企画部長答弁。

38) 2004年2月27日目方市長所信表明。

39) 2004年3月5日初回議員、塚本議員の質問に対する市長答弁。

40) 2004年3月5日初回議員の質問に対する市長答弁。

41) 2001年6月14日清水議員の質問に対する市長、企画部長答弁。

42) 2001年12月13日福井議員の質問に対する市長答弁。

43) 2004年 5月11日山本議員の質問に対する市長答弁。

44) 1996年 3月14日川回議員の質問に対する市長答弁。

45) 2002年 6月17日吉川議員の質問に対する市長答弁。

46) 2005年 7月29日木村議員の質問に対する市長答弁。

47) 2004年10月18日滋賀県議会での森議員の討論中の発言。

48) 2004年11月17日小菅議員の質問に対する市長答弁。

49)前掲注の市長答弁。

50) 2005年 3月10日小菅議員の質問に対する市長答弁。

51) 2004年12月14日甲賀市議会での高橋議員の質問のなかでの発言。

52) 2004年10月12日坂田議員の質問。

53) 2004年12月9日石原議員の質問に対する市長答弁。

54) 2004年12月14日小西議員、谷畑議員の質問に対する市長答弁。

55) 2005年3月8日大久保議員に対する市長答弁。

56) 2005年 3月18日松本議員に対する市長答弁。

57) 2005年8月5日坂田議員に対する市長答弁。

58) 2005年 9月20日大隅議員に対する市長答弁。

59) 2004年12月9日平田議員に対する市長答弁。

60) 2005年3月4日山下議員に対する市長答弁。

61) 2005年 3月24日安井議員に対する市長答弁。

62)前掲注の市長答弁および2005年 6月21日高橋議員の質問に対する市長答弁。

63) 2004年12月15日高橋議員に対する市長答弁。

64) 2005年 7月28日甲賀市臨時議会での神田議員の質問に対する市長答弁。

65) 1993年10月12日滋賀県本会議でのびわこ空港・総合交通対策特別委員長報告。

66) 2005年 7月初日甲賀市臨時議会での神田議員の質問に対する市長答弁。

67)大津市は事業負担金の支払いを拒否する一方、滋賀県に対して平成18年度から平成24年度までの 7年間に 3億円を上

限額とした観光振興事業協力金を支払うとし、その債務負担行為の設定をした (2005年 9月8日一般会計補正予算の市

長提案説明)。
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68)促進協議会規約第 1条では、この会は、関係市、郡選出の県議会議員、滋賀県、各市町、関係諸国体が緊密な連絡調

整を図り、総力を結集し、新駅の設置促進を行い、もって郷土の飛躍的な発展と住民の福祉を増進することを目的とす

る旨規定している。

69)石割 [2009Jp.8参照。

70) 14人が質問し、うち 1人が予算質疑、一般質問ともに行った。

71) 10人が質問し、うち I人が代表質問、一般質問ともに行った。

72) 2004年3月12日守山市議会での坂田議員の質問に対する市長答弁。

73) Steiner et al. [2004J pp.23-24で、はb訂 gal凶ngとdeliberationの違いを整理している。

74)石割 [2009Jp.5に新駅設置事業をめぐるアクターの一員として滋賀県の特徴を整理したが、本項はそれの補完でも

ある。

75) 1988年12月15日森井議員の質問に対する知事答弁。

76) 1988年12月8日知事所信表明。

77) 1999年8月6日改正後の「東海道新幹線(仮称)びわこ栗東駅設置促進協議会規約」第6条第 2項

78) 2005年6月23日滋賀県議会における小寺議員の質問に対する知事答弁。なお、 2003年11月に市長、町長と県土木交通

部長、理事、当時の湖南、甲賀各地域振興局長で構成する第 1回調整会議を開催。

79) 2005年3月7日大津市議会での八木議員の質問に対する企画部長答弁。

80) 2005年7月28日甲賀市臨時議会での神田議員の質問に対する市長答弁。

81)各市議会での利用予測数値の信頼度に対する質問への答弁において具体的説明がなされていなし、。たとえば、 2004年

9月14日栗東市議会での馬場議員の質問に対して、先進例で使われている利用予測を基準として使った、とする交通政

策部長答弁、 2005年 3月16日草津市議会での西川議員の質問に対して、パーソントリップなど、国土交通省で広く用い

られている手法を用いて算出した、とする総務部長答弁、 2005年6月16日守山市議会での木村議員の質問に対して、広

く一般的に用いられた手法によって算出された推計である、とした市長答弁、 2005年8月1日野洲市議会での三和議員

の質問に対して、協議会において利用者需要予測調査を実施したときの指標を採用している、とした総務部長答弁、

2005年8月5日湖南市議会臨時会での米森議員の質問に対して、指標はパーソントリップ調査、ターミナル調査、企業

のアンケート等々から得、一定の数式に当てはめて算出したとする市長答弁、など答弁者は定められた交通統計調査に

よるデータを用いたと説明していたが、いずれも質問者はそれだけで、納得するものではなかった。

82) 2006年 1月31日滋賀県議会臨時会での青木議員の質問に対する知事答弁。

83)石割・北原・瀬田 [2008Jp泊、 Adams[2004J p.46o 

84) Allison [1971J p.67 
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